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Ⅰ．ＪＫＡの組織・働き方改革及び人材の能力開発
１．経営戦略・業務評価部の権限・体制強化
（１）経営戦略・業務評価部の権限・体制強化 ①事業計画・事業予算に関する権限

 ＪＫＡは、旧法人毎の区分経理の実態があり、ＪＫＡ内の業務上の横の連携が希薄で、同一経
理内の業務部門間でも横の連携ができていない。

 このため、ＪＫＡの経営方針共有や部門間の調整機能の強化を目的として、「経営戦略・業
務評価部」を新設。しかしながら、意思決定や査定に係る権限がなく、現状において当初の
目的を果たすには至っていない。

 これまでは各部門において、前年度事業計画を更新。財務の指示により各部門において予算を
作成している。

ア．現状

イ．課題

 中心となる経営戦略が、事業実施にあたり事前チェック及び関係部門との調整を行い各部門に
具体的な指示するとともに進捗管理を行うことが必要。

 事業計画や予算他組織の意思決定に反映させるため、経営戦略・業務評価部に部会等の情報を
集約し、意思決定に係る権限を持たせる必要がある。

 経営戦略・業務評価部が組織の横連携の機能を有し、事業計画と予算編成について部門間の調
整を行う機能を確保できるような組織体を構築する。

 事業計画と予算編成についての関連が不十分で一元的な進捗管理ができていない。
 施策や情報が全社員に共有されていない。
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（ⅰ）経営戦略・業務評価部

ウ．今後の取組（実施済み含む）

 関連役員連絡会議の設置及び部会長連絡会議の強化→２０１８年３月
 全部会へ経営戦略・業務評価部が参画→２０１８年４月
 各部門の重点事業に係る決裁文書について経営戦略・業務評価部に事前回付→２０１８年４月
 会長直属の「改革推進チーム」を経営戦略・業務評価部内に設置（弁護士等専門家の活用）→

２０１８年５月
 経営戦略・業務評価部で２０１７年度の業務評価→２０１８年９月前後
 ２０１７年度の業務評価については、役員ミーティングに９月末に報告
 ２０１９年度の年度方針は１０月頃を目途に概要策定→２０１８年１０月
 各部門で年度方針基づく事業計画の原案作成→２０１８年１０月
 事業計画に基づき、各部門で予算作成→２０１８年１０月
 経営戦略・業務評価部で事業内容のヒアリング。コストパフォーマンス、事業効果の視点を重

視し事業の継続性や予算規模の軽重等を勘案し査定を実施→２０１８年１０月～１２月前後
 各部門が査定に基づき再検討及び再調整。→２０１８年１０月～１２月前後
 経営戦略・業務評価部で「事業計画・予算案」として最終取りまとめ→２０１８年１２月～２

０１９年１月
 事業計画・予算が理事会において承認→２０１９年２月
 事業計画・予算に併せ各部門ごとに年度方針を作成し、取りまとめ→２０１９年３月

以上により、事業計画と予算編成を、経営戦略・業務評価部が一元的に進捗管理することで、経
営戦略・業務評価部の権限・体制を強化する。
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（ⅰ）責任体制

エ．責任体制とＫＰＩ

経営戦略・業務評価部担当理事を責任者とする。

（ⅱ）ＫＰＩ

２０１８年１０月を目途に、経営戦略・業務評価部は売上等の中期的展望をふま
え、重点事業項目を整理し、次年度方針の概要を策定する。同様に、予算編成につ
いても、あらかじめ次年度の売上予測を基本とする予算規模を原案として、大枠の
予算作成を各部門に指示する。１２月までに事業の重点化等、メリハリをつけた事
業の見直しに関し最終査定を実施する。
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Ⅰ．ＪＫＡの組織・働き方改革及び人材の能力開発
２．売場を定点観測できる組織体制整備

（１）部署間連携強化 ①定点観測機能

 施行者からの聞き取り調査などは、統一的な内容で詳しくは行っていなかった。
 施行者から得られた情報が共有されていない。
 施設調査実施時に得られた情報が共有されていない。
 あっせん依頼時に得られた情報が共有されていない。
 特別開催時のＰＲ会議等で得られた情報が共有されていない。
 企画レース実施にあたって得られた情報が共有されていない。
 担当役員はグレード開催の開催状況についての報告は行っていたが、収益状況やＰＲ状況など

についての説明を必ずしも行うに至っていない。
 全車協が集約している意見交換にとどまり、個別売場についての情報の集約は行っていなかっ

た。
 民間ポータル各社とは個別に会員数の増減、売上の状況等を情報収集したが、その内容を生か

し切れていなかった。

ア．現状
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イ．課題

ウ．今後の取組（実施済み含む）

 情報の一元管理により、組織内での課題認識を共有し、共通認識のもと意思決定し、迅速に課
題に取組む必要がある。

 また、施策の改善や見直しを継続的に実施するためには、売場情報等定点観測できる体制を構
築し情報収集を行うとともに、実施後に施策評価を行うことも必要となる。

 情報収集能力を高めるとともに、情報共有化が必要となる。
 各部門から収集された情報を、迅速かつ明確に分析し、各種施策に反映させる必要がある。

（ⅰ）経営戦略・業務評価部

 実施要領に基づく定点観測（情報収集の標準化）
 定点観測及び施設調査で得られた情報とその分析結果を社内共有（支部長連絡会議の開催・役員

ミーティングへの報告）→２０１８年４月
 部会長連絡会議において得られた情報を必要に応じ各部会等へ展開し施策に反映→２０１８年４月
 経営戦略・業務評価部から各支部長へ中央で検討している施策の情報共有
 全車協、民間ポータルとの情報共有会議を行う→３ヶ月に１回
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（ⅱ）総務部

 支部長設置→２０１８年４月

（ⅲ）支部

 支部長はチーム長や副チーム長と協力して、グレードレースや企画レースにおいて競輪場で情
報収集→随時

 役員ミーティング等において報告→随時
 施行者・競輪場関係者等の情報収集を継続的に実施し、経営戦略・業務評価部、競輪振興事業

部と情報共有→随時

（ⅳ）競輪振興事業部

 あっせん依頼時・特別開催時のＰＲ会議等・企画レース実施時において情報収集→随時
 収集した情報を部会長連絡会議に報告→毎月

以上により、２０１８年９月末までに４月に行った経営戦略・業務評価部の組織見直しが機能し
ているかを確認するとともに、売場の定点観測業務が機能するための環境・体制を随時見直し、各
種施策に反映できるよう定点観測業務を機能させる。
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（ⅰ）責任体制

エ．責任体制とＫＰＩ

経営戦略・業務評価部担当理事を責任者とする。

（ⅱ）ＫＰＩ

毎月支部長連絡会議と部会長連絡会議を開催し、情報の共有化及び情報収集を行う。
全車協及び民間ポ-ﾀﾙ各社と四半期に１度意見交換を実施する。
取りまとめたものを半期に１度役員ミーティングで報告する。
取りまとめたものを各部会に報告し、情報共有するとともに施策に反映する。
取りまとめたものを事業計画に反映させる。
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Ⅰ．ＪＫＡの組織・働き方改革及び人材の能力開発
３．競技実施部門をはじめとする各部門の業務見直し・省人化・人的リソース再配分

（１）競技実施業務標準化

 開催現場業務の標準化が不十分であり、一部自転車検査業務においては地区毎の使用器具の異なり
を一因とした統一されていない検査体制（執務編成人員）の存在がある。

 また、現場業務には、紙ベースによるアナログ作業を中心とした属人的作業が多く、デジタル化に
よるデータ運用、ＩＴ化も進んでいない。

 それにより、アナログ作業に要する作業工数が膨らみ、その作業に対する人員配置を余儀なくされ
ているばかりか、人に頼った作業によるところのヒューマンエラーの可能性も払拭できていない。

 支部では出勤簿による出退勤管理をしている。
 会計伝票作成に必要な証憑書類を競輪場から支部会計課に送付し起票していた。
 支部予算に係る費用を担当支部会計課が振込んでいる。
 支部ごとに競輪競技関係受託金請求書を作成し、請求している。

ア．現状

イ．課題

 業務の標準化が最大の課題であるという共通認識の上に立ち、効率化された最適な業務フローを構築
し、開催現場全体作業工数を減少させることで人的リソースを創出し、再配分につなげる必要がある。

 紙ベースでの出退勤管理のため集計作業に係る工数が多大である。
 各競輪場に会計システムの未導入
 支部ごとの振込業務等の本部集約化
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（ⅰ）競輪業務部

ウ．今後の取組（実施済み含む）

 作業の標準化を目的とした自転車検査用冶具の開発運用
〇人的作業に代わる検車冶具を導入することにより、競走用自転車前検日確定検査に要する

検車員数の削減を図るとともに、検査の正確性を向上させる。
〈スケジュール〉
・開発～試作機による効果検証→２０１８年９月
・仕様決定→２０１８年下半期
・運用開始→２０１９年４月

 選手登録証のＩＣカード化
〇選手情報をデータ化し、システムを利用したデータ管理とすることで、開催現場の作業工数
減少につなげる。

〈スケジュール〉
・搭載情報の検討～仕様決定→２０１８年６月
・業者選定→２０１８年９月
・運用開始→２０１９年７月
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（ⅱ）総務部

 開催現場システム（仮称）の構築・運用
〇選手手帳に記載している成績情報（着順、違反行為、自転車情報等）をアナログ管理から
システムを利用したデータ管理とすることで開催現場の人工減少につなげる。

〈スケジュール〉
・機能要件抽出～仕様書確定～システム業者選定→２０１８年９月
・運用開始→２０１９年７月

 支部の出退勤管理システムの試験運用開始→２０１８年４月
 会計システムの運用開始→２０１８年２月
 支部振込業務の本部集約化試行開始→２０１８年１０月
 支部振込業務の本部集約化本格運用開始→２０１９年４月
 競輪競技関係受託金計算システム運用開始→２０１９年４月

以上を上記日程に従い実施し、開催運営体制の見直し及びＩＣＴ化推進による省人化を図り、そ
の人的リソースを最適な配分につなげる。
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（ⅰ）責任体制

エ．責任体制とＫＰＩ

３．（１）競輪開催業務については競輪業務担当理事を責任者とする。
３．（２）管理業務のＩＣＴ化については総務部担当理事を責任者とする。

（ⅱ）ＫＰＩ

２０１９年までには開催業務フローを見直し、ＩＴツールの活用やシステム化を順次進め２
０２１年３月までに開催業務の標準化を図る。標準化で業務が効率化することにより、人員を
攻めの部門(売場の定点観測、売場の売上分析等)へ再配置する。
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Ⅰ．ＪＫＡの組織・働き方改革及び人材の能力開発
４．中途採用の強化と適材適所の専門人材配置
（１）職員採用 （２）職員研修 （３）女性活用促進 （４）広報事業アドバイザーの登用

５．人事評価制度の人事管理への反映
（１）人事管理制度

 しばらくの間採用を行っていなかったため、３０代以下の職員が全体の約１５％という構成に
なっている。このため、２０１６年度より新人採用を再開。また、今後４年間で５０名程度の
中途採用（３０代以下）を実施予定。

 専門的知識（マーケティング、統計分析、情報システム、トレーニング理論、広報）を有する
者がいない。

 ２０１７年度より人事評価制度を試行的に導入。
 女性活用の一環としてＪＣＦ女子部会へ職員を委員として２０１８年３月から参画させている。

ア．現状

イ．課題

 マーケティング、情報システム等の具体的専門人材の活用には至っていない。
 人事評価結果を人事管理に反映していない。
 専門的知識を有した外部人材の活用を検討する必要がある。
 競輪広報の全体戦略に関するアドバイザーが必要。
 専門家（データサイエンティスト）の参画が必要。
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（ⅰ）総務部

ウ．今後の取組（実施済み含む）

 ２０１８年４月１日、新卒１５名、中途１２名の合計２７名を採用。
 ２０１９年以降も新卒１５名、中途１０名程度を継続採用予定。新規採用は２０１８年３月１

日公示。中途採用は２０１８年１２月頃公示予定。
 中途採用については、マーケティング、統計分析、トレーニング理論（２０１８年４月２名採

用）等の知識を有する人材を優先的に採用する。また、通年での募集を行い、スペシャリスト
の育成を視野に入れて採用を行う。

 現在試行実施している人材マネジメント制度について、２０１８年１０月より本格導入する。
 女性ファンを取り込んでいくため、女性を適材適所のポストに積極的に配置していく。
 ＪＣＦ女子部会での議論・検討をガールズ競輪発展に反映させていくとともに、女子競技発展

のため、課題を調査し女子部会へ問題を提起する。

（ⅱ）競輪振興事業部

 広報アドバイザーの人選を行う。→２０１８年４月中
 会議実施（年３回：５月、９月、１２月）
 全体戦略及び個別施策について、媒体別の効果・評価をしてもらい、不足分を修正。
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（ⅲ）経営戦略・業務評価部

 統計分析の専門家を所要の会議に参画させる。→２０１８年４月
 会議実施（４月以降集中的に開催）
 開催日程の分析を行い、最適な開催日程について検討→２０１８年８月

以上を２０１８年度中に実施し、ＪＫＡにおける組織強化・人材改革につなげる。

エ．責任体制とＫＰＩ

（ⅰ）責任体制

ウ．（ⅰ）総務部については総務部担当理事を責任者とする。
ウ．（ⅱ）競輪振興事業部については競輪振興事業部担当理事とする。
ウ．（ⅲ）経営戦略・業務評価部については経営戦略・業務評価部担当理事を責任

者とする。
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（ⅱ）ＫＰＩ

年齢構成のアンバランスを是正するため定期的な採用（新卒・中途）を行っていき、２０２２
年４月１日（４年後）に３０代以下職員の構成比を２０％～２５％とし、その間に各専門的な人
材（マーケティング、統計分析、情報システム、トレーニング理論等の知識を有する者）を数名
採用（外部人材含む）する。２０１８年６月からＪＫＡ内における人材育成の強化、将来の幹部
候補として育成を図るためリーダーズアカデミーに職員を参加させ、３年間（３名）継続する。
広報等の施策決定にあたっては、女性ファンを取り込んでいくため、女性を適材適所のポストに
積極的に配置していく。

また、広報アドバイザーの参画については、２０１８年５月までに競輪広報の今年度戦略を立
て、９月までに上半期事業の評価を行い、１２月までに２０１８年度事業の中間とりまとめを通
し、翌年度の広報計画へ反映させる。
さらに、売上分析を行うデータサイエンティストを参画させ、２０１８年８月に２０１９年度

開催日程案を提示する。
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Ⅳ．意思決定プロセスの見直し
（２）民間事業者との連携

 車券販売を実施する施行者や場外発売施設の運営担当者と双方向の情報共有の仕組みを構築す
る会議体を設置することになっていたが、設置されていなかった。

 全車協と半期に一度意見交換会を実施していた。
 民間ポータル各社との合同会議体については、同業他社がいるところでの企業秘密の開示につ

ながる恐れから設置について難色が示されている。（個別の情報共有会議で対応）
 ＪＫＡと民間事業者との間で意見交換は行われたが、連携方針等を決めるに至っていなかった。

ア．現状

イ．課題

 施行者や民間事業者等との連携を強化し、ＪＫＡが中心となって、マーケティング・広報の取
組みを強化していくことができれば、費用対効果の高い取組みが可能となり、業界全体として
のコスト削減にも繋がるのではないか。

 民間事業者の経営状況については、契約の当事者ではないＪＫＡへの情報開示については限界
がある。

 民間事業者との間でｗｉｎーｗｉｎとなる仕組みについて検討する必要があるのではないか。
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エ．責任体制とＫＰＩ

ウ．今後の取組（実施済み含む）

（ⅰ）経営戦略・業務評価部

 全車協との情報共有会議実施→２０１８年３月
 全車協との情報共有会議（四半期に１度）→２０１８年５月開催予定
 民間ポータル各社との個別情報共有会議→２０１８年５月
 民間事業者との協業事業について、施行者との関係性を踏まえて経営戦略・業務評価部で方針を検

討する。
 民間事業者の会議への参画について関係団体と協議を行う。

以上により、民間事業者と連携強化を図る。

（ⅰ）責任体制

経営戦略・業務評価部担当理事を責任者とする。

（ⅱ）ＫＰＩ

２０１８年度内に場外売場での来場促進策を協業事業で実施する。
２０１８年度内に民間ポータル各社とキャンペーンを協業事業で実施する。
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Ⅴ．競輪・オートレースと社会との繋がりの強化
（３）２５０開催

 新規ファンの獲得が進まず、ファンが高齢化している。
 新規ファンが競輪場に来ても、リピーターにならない。
 ギャンブル「競輪」としても、スポーツ競技「ケイリン」としても認知度が低い。
 ＫＥＩＲＩＮが五輪種目であることを有効に活用できていない。
 多くの競輪場は老朽化が進み、快適な環境とは言い難い。

ア．現状

イ．課題

 エンターテインメント性を重視した若者向けの開催の実施。
 国際ルールに基づく、スピード重視の競走の実施
 スポーツコンテンツとして魅力的な新商品として「２５０ＫＥＩＲＩＮ（仮称）」の実施につ

いて検討を進める必要がある。
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エ．責任体制とＫＰＩ

ウ．今後の取組（実施済み含む）

（ⅰ）経営戦略・業務評価部

 ２５０ＷＧ中間報告→２０１８年４月
 ２５０開催専門チームを設置
 施設に関する告示、関連規定・要領等改正
 システム仕様書確定
 システム開発構築
 選手養成（新人・現役選手）、審判員養成
 機運醸成のためのイベント実施
 ２５０開催開始→２０２０年度内

以上により、２０２０年度内に２５０開催を実施する。

（ⅰ）責任体制

経営戦略・業務評価部担当理事を責任者とする。

（ⅱ）ＫＰＩ

２０２０年１０月に２５０開催の開始を予定をしている。

今後詳細スケジュールについては競輪
最高会議で業界決定を予定している
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Ⅴ．競輪・オートレースと社会との繋がりの強化
（４）電動バイク採用

 現状ミッドナイト開催は飯塚１場のみで開催している。
 現行の小型自動車競走法は電動バイクによる競走が想定されていない。

ア．現状

イ．課題

 オートレースのミッドナイト開催の売上拡大を目指すには、開催日数及び開催場の拡大が必要
である。

 そのためには、騒音と排気ガスの問題をクリアするなどの環境整備が求められる。
 オートレースに電動バイクを採用するためには、小型自動車競走法の改正が必要である。

ウ．今後の取組（実施済み含む）

（ⅰ）オートレース業務部

 「ＥＶ競走車開発検討プロジェクト」（メンバーはＪＫＡ、オ振協、選手会、全動協、全実競）に
おいて、仕様の確定とスケジュールの確認→２０１８年９月まで

 電動モーター試作（２台）→２０１９年９月まで
 電動バイク専用フレームの試作→２０１９年１１月まで
 試作車両のテスト走行・改良→２０２０年１２月まで
 車両の量産→２０２１年３月まで
 ミッドナイト開催日数及び開催場拡大の状況に適応した競走運営体制の確立→２０２０年１２月ま

で

21



エ．責任体制とＫＰＩ

ウ．今後の取組（実施済み含む）

（ⅰ）オートレース事業部

 各種規程の見直し（小型自動車競走法改正要望）→２０２０年１２月まで
 施行者の地元調整のサポート→２０２０年１２月まで
 オ振協の電動バイク採用レース実施のための発売・情報系システムの構築に関するサポート→２０

２０年１２月まで

以上により、２０２１年度内での電動バイクを使用したミッドナイト開催を実施する。

（ⅰ）責任体制

オートレース担当理事を責任者とする。

（ⅱ）ＫＰＩ

２０１９年１１月までに試作車両を完成させ、テスト走行を行い、改良を加えて、２０２０
年１０月までに模擬レースを実施後、量産体制に入る。２０２１年度内に電動バイクを使用し
たミッドナイト開催の実施を予定している。
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改善の具体例
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Ⅰ．ＪＫＡの組織・働き方改革及び人材の能力開発
１．経営戦略・業務評価部の権限・体制強化
（１）経営戦略・業務評価部の権限・体制強化 ①事業計画・事業予算に関する権限

旧 スケジュール 備考 新 スケジュール案 備考

経営戦略・業務評価部で「年度方針」の
策定

①２０１５年度まで業界の目標数値が無かった。
②２０１５年度に２０１６年度からの業界目標を定
めた。（２０１６．６．３０競輪最高会議）
③ＪＫＡは業界目標に基づくＪＫＡ年度方針策定
業界目標を定めた中期計画を策定（２０１８年）
④従来の事業計画のさらに詳細な実行計画書である
年度方針を策定

（１）経営戦略・業務評価部で２０１７
年度の業務評価

９月前後
・評価にあたっては、コストパフォーマンス、事業
効果の視点を重視し事業の継続性や予算規模の軽重
等に方針を示し、担当部署へヒアリングを行う。

（２）２０１７年度の業務評価について
は、役員ミーティングに９月末に報告

・次年度に反映させるため前年度の事業評価等のと
りまとめを行う。

（３）２０１９年度の年度方針は１０月
頃を目途に概要策定

１０月

・概要策定にあたっては、売上等の中期的展望をふ
まえ、重点事業項目を整理する。
・概要策定にあたっては、経産省はじめ関係団体と
意見交換等行う。

（１）各部門で事業計画の原案作成 １１月前後
従来は各部門において、
前年度計画を更新

（４）各部門で年度方針基づく事業計画
の原案作成

１０月

（２）各部門で予算作成 １１月前後
従来は財務の指示によ
り作成

（５）事業計画に基づき、各部門で予算
作成

１０月
予算編成にあたってはあらかじめ２０１９年度の売
上予測を基本とする予算規模を原案として、大枠の
予算作成を現課に指示。

（６）経営戦略・業務評価部で事業内容
のヒアリング、査定を実施

１０～１２月前後
・事業の重点化等、メリハリをつけた事業の見直し
に関し最終査定を実施。

（７）各部門が査定に基づき再検討及び
再調整。

１０～１２月前後

（３）事業計画については経営戦略・
業務評価部が、予算については財務で
取りまとめ作業のみ

１２月～１
月

・従来の経産省への説
明は、「事業内容」は
経営戦略、「予算」は
財務が説明する。

（８）経営戦略・業務評価部で「事業計
画・予算案」として最終取りまとめ

１２月～１月
・経産省と最終調整は「事業計画・予算案」パッ
ケージで説明する。

（４）事業計画・予算が理事会におい
て承認

（９）事業計画・予算が理事会において
承認

２月

（１０）年度方針作成 ３月
・事業計画・予算に基づき各部門ごとに当該年度に
おける事業取組みの目標設定、スケジュール、体制
などを設定
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Ⅰ．ＪＫＡの組織・働き方改革及び人材の能力開発
２． 売場を定点観測できる組織体制整備

（１）部署間連携強化 ①定点観測機能

旧 スケジュール 備考 新
スケジュール

案
備考

実施要領を制定
２０１８年４

月より
・実施要領を作成し、情報収集を標準
化

競輪場においてＧⅢや企画レースなどを中心
に施行者から情報収集

２０１８年４
月より

・支部長は施行者にＰＲ、イベント他
のヒアリング
・レース毎の売上分析

担当地区本部で売上分析 開催終了後

経営戦略・業務評価部で売上分析 開催終了後

・施設調査実施時・あっせん依頼時・
特別競輪開催時のＰＲ会議等・企画
レース実施にあたって各部門が打合せ
を実施し情報収集。

・情報が共有されていなかっ
た。

部会長連絡会議で情報を集約し、必要に応じ
各部会等へ展開

毎月

役員ミーティングにおいて地区担当役
員が売上目標と売上実績について報告

各開催終了後

・施行者からの聞き取り調査
などは詳しくは行っていな
かった。
・開催中のイベント、事前Ｐ
Ｒやファンサービスなどは情
報共有していなかった。

役員ミーティング等において支部長からの報
告と売上分析の報告

各開催終了後 ・ＪＫＡ内部での情報共有

全車協と定期的な意見交換を実施 半期に１度

・全車協が集約している意見
交換にとどまった。
・個別売場についての情報の
集約は行っていなかった。

支部長、経営戦略・業務評価部、競輪振興事
業部と情報共有

毎月
・当該月に集めた売場情報、売上状況
及びあっせん依頼時に面談した際の施
行者情報を共有

民間ポータルとの意見交換を実施 半期に１度

・民間ポータル各社と個別に
会員数の増減、売上の状況等
を情報収集したが、その内容
を生かし切れていなかった。

全車協と定期的な意見交換を実施 四半期に１度
・協業事業について
・新規施策等についての意見交換

民間ポータルとの意見交換を実施 四半期に１度
・各社の売上・会員数などの確認
・新規施策等についての意見交換

経営戦略・業務評価部で役員ミーティングで
取りまとめ報告

半期に１度 ・ＪＫＡ内部での情報共有
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Ⅰ．ＪＫＡの組織・働き方改革及び人材の能力開発
３．競技実施部門をはじめとする各部門の業務見直し・省人化・人的リソース再配分

（１）競技実施業務標準化

旧 スケジュール 備考 新 スケジュール案 備考

作業手順、検査器具の全国統一がなさ
れていない

検査体制（執務編成
人員）の不統一

検車作業の標準化を目的とした自転車検査
用冶具の開発運用

・現作業の棚卸し➣標準作業手順書の確定

２０１８年９月
・人的作業に代わる検査冶具を導入すること
により、競走用自転車前検日確定検査に要す
る検車員数の削減を図るとともに検査の正確
性の向上を図る

※期待効果➣人的リソースの創出
検査正確性の向上

試作機による効果検証 ２０１８年９月

仕様決定 ２０１８年下期

運用開始 ２０１９年４月

選手登録証：紙による運用

・登録証を人的作業
で作成
・選手情報（住所等
個人情報）の安全性
に問題

選手登録証のICカード化

・搭載情報の検討➣拡張性を持たせたカー
ド（タイプB・フェリカ等）の検討

２０１８年６月
・選手情報をデータ化し、システムを利用し
たデータ管理とすることで、開催現場の作業
工数減少につなげる

※期待効果➣作業工数の削減・・・人的リ
ソースの創出

安全性の向上

仕様決定 ２０１８年６月

業者選定 ２０１８年９月

運用開始 ２０１９年７月

選手手帳：冊子（紙）による運用
毎レース終
了都度

成績情報等を開催現
場で日毎、レース毎
2名により記入

開催現場システム（仮称）の構築・運用

※安定運用・利便性・費用対効果の検証

・選手手帳に記載している成績情報（着順、
違反行為、自転車情報等）をアナログ管理か
らシステムを利用したデータ管理とすること
で開催現場の人工減少につなげる

※期待効果➣作業工数の削減・・・人的リ
ソースの創出

ヒューマンエラー防止、選手情
報のデータ活用

将来を見据えた拡張機能の搭載検討

仕様決定

システム業者選定 ２０１８年９月

運用開始 ２０１９年７月
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旧 スケジュール 備考 新 スケジュール案 備考

出勤簿による出退勤管理

・執務部署別あるい
は個人別の出勤簿で
勤怠管理
・押印後、出勤簿一
式を支部労務課へ送
付

出退勤管理システムの試験運用開始 ２０１８年４月

・システム導入により出退勤を自動で把握。
（本部、支部同時）
※今後の期待効果☞作業工数の削減・・・人
的リソースの創出、ヒューマンエラーの防止

エクセル計算による出納事務（競輪
場）

・請求書を確認し支
払請求書を作成、出
納責任者決裁後、支
払
・現預金出納帳へ出
金額を手入力、作成、
出力
・証憑書類一式を支
部会計課へ送付後、
支部会計課にて会計
伝票を起票

会計システムの運用開始 ２０１８年２月

・請求書を確認し支払請求書を作成、出納責
任者決裁後、支払
・競輪場にて会計伝票を起票、現預金出納帳
は会計システムから自動出力
・会計伝票、証憑書類一式を支部会計課へ送
付

支部振込業務

・請求書を確認し支
払請求書を作成、出
納責任者決裁後、支
払
・会計伝票を起票

支部振込業務の本部集約化試行開始 ２０１８年１０月

同上 同上 支部振込業務の本部集約化本格運用開始 ２０１９年４月

競輪競技関係受託金請求事務

・競輪情報端末で売
上を出力
・手入力によりエク
セル関数で受託金を
計算
・請求額を手入力で
転記し、個別様式の
請求書を作成
・各支部より施行者
へ請求書を送付
・未収金伝票を手入
力で起票

競輪競技関係受託金計算システム運用開始 ２０１９年４月

支部から本部への移管業務は、システム化に
より省力化を図る。
・競輪情報端末の売上を自動受信
・競輪競技関係受託金計算システムで自動計
算
・請求書は自動出力
・未収金データを会計システムに読込、未収
金伝票を自動起票
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Ⅰ．ＪＫＡの組織・働き方改革及び人材の能力開発
４．中途採用の強化と適材適所の専門人材配置

（１）職員採用 （２）職員研修 （３）女性活用促進 （４）広報事業アドバイザーの登用

旧 スケジュール 備考 新 スケジュール案 備考

新規採用開始
２０１６年
４月～

執務部署限定せず、
全国転勤あり。

新規採用、中途採用に加え、中途採用で競
輪学校教官（トレーニング理論修了者）を
採用

２０１８年４月
～

中途採用はマーケティング、統計、情報シス
テムの知識を有する者を優先的に選考したが
採用には至らず。

新規採用に加え中途採用開始
２０１７年
４月～

〃
外部人材の活用（広報、情報解析等）及び
外部人材との共同作業を行うことによる職
員の資質向上

２０１８年４月
～

マーケティング、統計、情報システム、ス
ポーツ理論等の専門的な知識を持つ者の中
途採用を通年で実施する。

２０１８年４月
～

スペシャリストの育成を視野に入れて、採用
を行う。

広報事業アドバイザーの登用
２０１８年４月

～
ü 全体戦略及び個別施策について、媒体別の
効果・評価をしてもらい、不足分を修正
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Ⅰ．ＪＫＡの組織・働き方改革及び人材の能力開発
５．人事評価制度の人事管理への反映

（１）人事管理制度

旧 スケジュール 備考 新 スケジュール案 備考

人材マネジメント制度の試行開始
２０１７年４月

～

・目標・方針への意識付け
・人材育成・能力開発
・モチベーション向上
・コミュニケーション促進・活性化

旧法人ごとに異なる人事考課制度を運
用

・制度が導入されて
ない法人もあった。

全社統一の人事考課制度を導入 ２０１７年４月 ・全社意識の醸成

〇考課基準やルール
が非公開
・会社が求める人材
像が不明確

考課基準やルールを開示 ２０１７年４月

・会社が期待する貢献内容や能力に対する到
達度を明らかにし、適切な指導につなげ、自
己成長を促す。
・成果に応じた公平な処遇
・モチベーション向上
・コミュニケーション促進
・考課の納得性向上

〇考課のフィード
バックがない
・どんな基準でどう
考課されてるかがわ
からない。
・自己成長、モチ
ベーション向上、考
課や処遇への納得に
つながらない。

考課結果に関するフィードバック面談を実
施

２０１７年４月

〇個人の目標管理の
仕組みがない
・ＰＤＣＡの意識が
不十分
・組織目標が実務担
当者まで浸透せず

目標管理制度を導入 ２０１７年４月
・ＰＤＣＡの意識付け
・組織目標を踏まえた個人目標の設定し、自
らの役割への理解を促す。

人材マネジメント制度の試行（2年目）
２０１８年４月

～

1年目の試行における問題点を抽出し、一部改
善のうえ実施。
・配点ウェイト⇒プロセス重視に変更
・現場勤務者の考課項目⇒チーム目標設定
・考課フロー⇒最終考課者を一部理事から部
長へ移管
・シートの集約⇒2枚を1枚に
・考課時期の前倒し⇒4-９月、１０-３月で
評価まで完結する

正式導入
２０１８年１０

月～
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Ⅳ．意思決定プロセスの見直し
（２）民間事業者との連携

旧 スケジュール 備考 新 スケジュール案 備考

全車協と定期的な意見交換を実施

・全車協が集約して
いる意見交換にとど
まった。
・連携方針等を決め
るに至っていなかっ
た。

・全車協との情報共有会議実施 ２０１８年３月

・全車協との情報共有会議
（四半期に１度）

２０１８年５月

民間ポータルとの意見交換

・個別の民間各社と
の意見交換にとど
まった。
・連携方針等を決め
るに至っていなかっ
た

・民間ポータル各社との個別情報共有会議 ２０１８年５月

・民間事業者との協業事業について、施行
者との関係性を踏まえて経営戦略・業務評
価部で方針を検討し、関連部門と連携

民間事業者との検討状況を踏まえて実施
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Ⅴ．競輪・オートレースと社会との繋がりの強化
（３）２５０開催

旧 スケジュール 備考 新 スケジュール案 備考

２５０WGによる最高会議への中間報告 ２０１８年４月
・事業性の確認
・システムの構築方法の確認

関連規定・要領等改正
・施設に関する告示（周長２５０ｍ）、競技
規則（ＵＣＩルールに準拠）等

発売用システム仕様書確定 ・２５０開催専用システムとする。

発売用システム開発構築

２５０開催向け選手養成、審判員要成
・ＵＣＩルールに基づく競走形態に対応すべ
く選手・審判を養成する。

機運醸成のためのイベント実施
２０１８年５月、

１０月

・伊豆ベロドロームにおけるイベントを開催
し、２５０開催に向けたシミュレーション及
び公正安全面の検証を行う。
・トラック競技の指名度向上とファンの裾野
拡大を図る。

２５０開催開始 ２０２０年度

・２０２０年東京オリンピック開催で高まる
スポーツ競技への関心を最大限活かし、２５
０開催による新たな競走を実現し、２０～３
０代の若年層の獲得を目指す。

今後詳細ス
ケジュール
については
競輪最高会
議で業界決
定を予定し
ている
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Ⅴ．競輪・オートレースと社会との繋がりの強化
（４）電動バイク採用

旧 スケジュール 備考 新 スケジュール案 備考

・「EV競走車開発検討プロジェクト」で仕
様の確定とスケジュールの確認

２０１８年９月
まで

プロジェクトメンバーはＪＫＡ、オ振協、選
手会、全動協、全実競

・電動モーターの試作（２台）
２０１９年９月

まで

・電動バイク専用フレームの試作
２０１９年１１

月まで

・試作車両のテスト走行・改良
２０２０年１２

月まで

・車両の量産
２０２１年３月

まで
模擬レースの実施

・各種規程の見直し
２０２０年１２

月まで
小型自動車競走法等の改正が必要

・施行者の地元調整のサポート
２０２０年１２

月まで

・ミッドナイト開催日数及び開催場拡大の
状況に適応した競走運営体制の確立

２０２０年１２
月まで

・電動バイクを使用したミッドナイト開催
を実施

２０２１年度内
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

【Ⅰ.ＪＫＡの組織・働き方改革及び人材の能力開発】

１．「経営戦略・業務評価部の権限・体制強化」

（１）経営戦略・業務評価部の権限・体制強化 ●

（２）組織の見直し

（３）ＪＫＡの組織に関するコンサルタントの実施

２．「売場を定点観測できる組織体制整備」

（１）部署間連携強化

①定点観測機能

支部長の設置・定点観測運用

全車協の定例会議の実施（四半期ごと） ● ● ● ● ● ● ● ●

民間ポータル各社との個別意見交換会の実施（各社年２回） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

施設調査時の意見交換（随時）

②社内情報共有と施策等への反映

情報共有会議（月１回実施）

２０１９年度 ２０２０年度

業者選定

取りまとめ

検証と見直し反映
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

３．「競技実施部門をはじめとする各部門の業務見直し・省人化・
人的リソース再配分」

（１）競技実施業務標準化

検査冶具の運用開始予定 ●

選手登録証のカード化運用開始予定 ●

４．「中途採用の強化と適材適所の専門人材配置」

（１）職員採用

中途職員募集予定

定期職員採用予定 ● ● ●

（２）職員研修

リーダー養成プログラム研修(月１回・３年間)

（３）女性活用促進

ＪＣＦ女子部会への委員派遣

（４）広報事業アドバイザーの登用

アドバイザーの人選・決定 ●

会議の実施

広報戦略の策定 ● ●

５．「人事評価制度の人事管理への反映」

（１）人事管理制度

人材マネジメント制度本格導入 ●

２０１９年度 ２０２０年度

随時

随時
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

【Ⅱ．投資のための財源確保】

（１）関係団体がコストを削減して財源をねん出するやり方の
拡大の可能性
（単年度当たり５億円を５年拠出）

● ●

（２）※団体に特定目的で留保されている資金や毎年支出の
妥当性の見直し
(単年度当たり１２．７億円を４年拠出)

● ●

①競輪関係業務運営基金からの拠出

②補助事業予算の中から結果未執行となった予算からの拠出

【Ⅲ．施行者間調整ルールとインセンティブ】

※Ｇレースの開催決定や開催日程調整と
インセンティブ付与との関係整理

※リスクある取組にチャレンジする仕組み

開催日程案の作成・提案 ●

【Ⅳ．意思決定プロセスの見直し】

（１）意思決定プロセスの見直し

２０１９年度 ２０２０年度

全輪協の工程表に同じ

※本資料中の法制度の改正を前提としている項目については本制度の運用開始に支障のない時期までに手当していただきたい。

第１回拠出開始

第１回拠出開始

第２回拠出

第２回拠出

迅速審議のための
関係性の再整備

37



4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

【Ⅴ．競輪・オートレースと社会との繋がりの強化】

（１）補助事業

補助事業公示 ● ●

補助事業審査 ● ● ● ●

補助事業者決定 ● ●

（３）２５０開催

２５０ＷＧ中間報告に基づき方向性の確認

(注１)関連規程・要領等改正

発売用システムの構築

民間連携プロジェクト発足

２５０開催向け選手の教育開始

２５０開催開始（２０２０年１０月以降予定）

（４）電動バイク採用

電動モーター２台試作 ●

電動バイク専用フレームの試作 ●

試作品のテスト・改良・仕様確定・量産

（注２）電動バイク使用ミッドナイト開催開始（２０２１年度中）

２０１９年度 ２０２０年度

（注１）競輪場施設に関する告示等関連規定の整備を２５０開催開始に支障のない時期までに手当していただきたい。

（注２）小型自動車競走法等の法制度改正については、電動バイクを使用したミッドナイト開催開始に支障のない時期までに
手当していただきたい。

完成

完成

今後詳細スケジュールについては競輪最高会議で業界決定を予定している
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